
◇大阪市における事業系ごみ処理手数料

○ ごみ処理手数料 ＝ ごみの収集運搬手数料 ＋ ごみの処分手数料

・ごみを焼却工場に搬入して処分する経費として、排出事業者が支払うべき手数料。

・排出事業者が許可業者に委託している場合は、許可業者との収集運搬契約料金とともに、

　許可業者に対して支払われている。

・条例で定める金額　５８円／10㎏

〈 委託契約 〉　約９万件
排出事業者

許可業者

【許可業者収集の場合】

 〈 搬　入 〉
環 境 局

焼 却 工 場

処分手数料の支払

【 事業者自らが持込む場合 】

処分手数料の支払

【本市収集の場合 】

※ 1日10㎏未満の場合（約82,000件）、定日(週２回)収集は無料

ごみ処理手数料の支払

約２０万事業所

ごみ処理料金の支払

(収集・運搬・処分料金)

【参考】　廃棄物処理法　事業系ごみの排出事業者責任

（事業者の責務）

　第3条　事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に

　　処理しなければならない。

(1) 本市直営による処理手数料（収集運搬手数料＋処分手数料）

大阪市が排出事業者の委託を受けて、直営で収集に行き、焼却工場へ運搬し、焼却、最

終処分するまでの経費として条例で定めた料金。

 毎日収集　２４０円／10㎏　　定日収集（週２回）１８０円／10㎏

※ 許可業者の契約料金は、条例で定める処理手数料の額(240円/10㎏)を超えては
　ならない。（「廃棄物処理法第7条12」）

事業系のごみであっても、日量１０㎏未満の排出事業者には、家庭ごみと同様に本

市が週２回無料で収集している。

⇒｢１０㎏未満無料収集」 約８２，０００件

＊ 本市の約20万事業所のうち零細事業者の多くはこれに該当する。

※ 排出日量１０㎏未満の無料収集

(2) 処分手数料
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◇ 処分手数料の変遷

単位：円/10㎏
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※１．富田林市・河内長野市は、1回あたり搬入量500㎏以上の場合の料金（150円／10㎏）。500㎏未満の場合は、75円／10㎏。　※２．岸和田市は、1回あた
り搬入量70㎏超の場合の加算料金（110円／10㎏）。70㎏までは700円。　※３．守口市は焼却料金。（破砕　300円／10㎏）

※１ ※２

※１

※３

平成２１年４月現在

◇ 他都市の処分手数料
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※１．京都市は、300㎏以下の金額を示す。（300㎏～１ｔ以下：140円/10㎏・1ｔ超：180円/10㎏）また、許可業者の場合、65円/10㎏
（現在）・80円/10㎏（H23.4～）・100円/10㎏（H26.4～）。
※２．広島市及び神戸市は、有料指定袋制度を採用しているが、上記料金は重量による条例料金を示す。

※１ ※２ ※２

平成２１年４月現在

○政令指定都市におけるごみ処分手数料

○大阪府下人口10万人以上都市におけるごみ処分手数料

平成4年4月～
平成7年3月

平成7年4月～
平成10年6月

平成10年7月～
平成14年3月

平成14年4月～
平成18年8月

平成18年9月～

本 則 40円50銭

経　過
措　置

5円80銭 17円40銭

条　　　例 58円

規則
許 可
業 者

29円
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◇ 手数料問題

平成２１年４月２８日大阪市廃棄物減量等推進審議会手数料あり方検討部会

「ごみ処理手数料のあり方について（報告）」より抜粋

(2) 処分手数料を上乗せした有料指定袋制度の検討

(3) 手数料基準（ごみ量換算値）の変更

(4) 事業系ごみにかかる１０kg未満無料規定の見直し

排出事業者責任の原則の徹底の観点から、適正な費用負担を求めることが原則であり、

ごみ処理原価を基本として、ごみ収集サービスの提供から受ける利益や施策（減量）の効

果等を総合的に勘案し、設定されるべきである。

排出量にかかわらず、平均排出日量10kg未満の事業系ごみの無料収集についても、見直

しを検討すべきである。

有料指定袋制度については、排出事業者がごみ処理料金を直接負担する方式であるた

め、ごみ減量に向けた意識の向上に資するほか、ごみの適正区分・適正処理を促す効果が

期待できる。

ごみの重量換算値は、大阪市では４５ℓ袋＝１５kgとして算出されてきたが、調査結果、

他都市の状況等も勘案して、平均比重を当面「０．２（４５ℓ袋＝９kg)程度」とすること

が妥当である。

(1) 原価を反映した手数料の設定

提　言

○ 手数料の現状と考慮すべき要因

排出事業者から徴収しているごみ処理手数料のうち、焼却と埋立に関する処分手数料に

ついては、実際にかかっている処理コストから大きく乖離している。

（焼却工場に搬入される一般廃棄物の処分手数料は、１０㎏あたり現行で５８円、一

方、平成１９年度の処分原価は１０㎏あたり１１７円。）

大阪市のごみ処理手数料は、政令指定都市の平均の概ね半分であり、他都市に比べ安価

なため、排出事業者責任の徹底、受益と負担の公平性の確保の観点から検討が必要となっ

ている。
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◇一般廃棄物処理手数料の改正について

（修正理由）

議会における「排出事業者への説明が不十分である。」等の指摘や、小売業者をはじめ排

出事業者等に影響を及ぼすこととなることから、慎重に検討を加えた結果、引き続き、小売

業者をはじめ排出事業者等への十分な説明を行ったうえで、条例の施行期日について判断す

ることとした。

○「大阪市一般廃棄物の減量推進及び適正処理並びに生活環境の清潔保持に関する条例の一部を

　改正する条例案」を、平成２２年３月の予算市会に上程

（改正内容）

　 ・ごみの焼却・処分にかかる手数料

　　　　　 　　１０kgあたり５８円から９０円に改定

　 ・ごみの収集から処分までの全体の処理手数料

　　　　　 　　１０kgあたり２４０円から２７０円に改定

（施行期日）　平成２２年１０月１日

○　同条例案について、施行期日を「平成２２年１０月１日」から「市長が定める」に修正提案

　を行い、可決

○　小売業者をはじめ排出事業者等への説明会を実施

平成２２年４月以降、大阪市商店会総連盟や各区の商店会連盟の役員会などでの説明を行

うとともに、その後、各区の商店会連盟の会長に対して、あらためて説明趣旨の確認とご意

見を伺った。さらに、大阪市建設業協会、大阪市工業会連合会、大阪商工会議所、日本

チェーンストア協会関西支部、大阪百貨店協会などの団体に対して説明を実施し、あわせて

それぞれの団体内の周知も依頼し、一部の団体にはリーフレットを送付した。また、許可業

者の団体に対しても説明を行った。
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